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学校における新しい空気調和方式
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tl 緒 言

大′式汚染のはなはだしいユニ業地士或における汚染i;ガ御校合あ

るいLま,空i巷･基地周辺の防音校舎は必然的に気密構造にな

るた(わ,機械換気設備または空;て調和設備を設置する必要性

が生じている｡また環境粂什の向_上と,教育自体の要求か･ら

空気調和設備の必要性が生じはじめている｡しかし,これら

の換ノ;‾t設備や空気調和設備は,学校という特殊性からみて,

一j投㌧乃一事務所ビルに設置されるものに比べて方式がかなり特

殊なむのとなる｡また,これらの設計施二亡をづミ施する設備会社

の規模が′トさいものが多いので,必ずしも適切な設計施工が

行なわれているとはいいにくいものが多い(-

一一‾万,教育委員会ならびに地方自治体などの亡､芦校施設糾当

若やど芦校の維持管理担当者は総じて手市であり,換気設備や空

妄も調和設備の発江休削や学校の維持管‡聖体音別も十分ではない｡

これらのことから,学校における空～も.凋和方式についての

基本構想,問題点およぴi海外の実情などについて以下に述べる｡

t可 校舎の特殊性

2.l;校舎設備設計上の特殊性

校合は通常,普通教室,特別教室三,卜叶書館,J室内体育館､

職員1圭,宿直室などから構成されており,その使川時間,使

用状態が,-一一般一事務所ビルと異なる人きな特長である｡また

使用中の教室は,多人数がかなり高い密度で在_三三する密閉空

間となり,逆に体育または特殊授業の時間には完全な空三三と

なる卜 したがって､各教室の換気や空与も調不‖のi汁l【叫二当たっ

ては､外気条件とともに各教案の予想される使用状況を十分

検討する必要がある｡

また,夏季,冬季などの定期休暇のあることと,1純員1一三を

除き各教室の使用時問が,だいたい午前8暗から午後3暗ご

ろまでであることなども外界条件を検討する際,時に考寝し

なければならない｡

2.2 校舎形態上の特殊性

わが国の学制発布は明治5年であり､すでに100年以卜を経

過しているが,従来,校舎としては東丙方｢｢小二紳士ミく,北側

片廊‾‾lご方式の校舎という必要最′J+眠で定形化されたものが大

部分であった｡しかし,最近の地価の高騰ならびに地域住民

のR弔権の問題などにより巾街地では南北方向に長い中廊下

‾方式刀校舎にならぎるを子韓なくなってきている｡

岩本満〉台* 〃/Jぶ以ム｡r〟Jれ,｡m｡′｡

さらに最近では,教育の其本的な要求から,校舎は長方形

か⊥二っ止方形に近い形状に変化Lてゆく ものと予想される｡‾最

近,枯浜了りグ)美しナ_l_t′ト学校(市立)では,一一部に中廊下方式

を才采用し,また沼1華心の加藤学園(私立)では,オープンプラ

ン方式を採用し,校舎の形態もほぼ正‾方形に近くなっている｡

二のように,教育の甚本日勺な要求により校舎の形態が変わっ

てくれば,環境改善とは別に,根気設備や空気調和設備が必

要になってく るし､

同 校舎空気調和設備の基本構想と具備すべき条件

3.1基本構想

校舎の授ち(設備や空気調和設備を計画する際には,次のよ

うな三蛙本構想に二怯づいて行なえばよいと考えられる｡

(1)ワニモ1t調和装置なノブびに空気浄化装置の取扱いは,無資格

ネでも逆転伽守ができるよう内己慮する｡

(2)新鮮空気系統と調混糸統とを全く別系統にして,かつ新

鮮空乞-t呈は500m3/h/1教も以上とする｡

(3)空1毛調和設備は二大の理由から,できるだけ各教室単位で

行ない,校舎全休で調和空気の再循環は行なわないようにする｡

(a)衛生上有利(集団風邪などを最小限に防止する)

(b)火災発生時の安全性(廊下,ド皆段,リタⅥンダクトを通

じて灸や煙の拡大を防ぐ)

(C) ダクト工事の簡略化

(d)給与tの調彗さが容易

(4)人1て汚染のはなはだしいところでは,空気i古浄の必要が

ありう電乞毛J七または機械∫じの高性能フィルタおよび活性炭フィ

ルタを併用する｡

(5)機不戒宅才iよび空与ミ調和系統は,校舎の棟ごと,あるいは

l坊火ブロックごとに分詰りする｡

(6)校拉1ミ,職員壬三,用務員室および特別教室で必要と思わ

れる_主には,一般教主とは別個に空気調和を行なう｡

以__1二述べたことは,空気調和設備が理想的な形態を有する

ということよりも,終学校の設備費の負担ならびに保守管理

体F別の員柑に耐えられることに重点をおし､ており,現状では

環境改善のための与之低の基本構想と考える｡

3.2 校舎空調設備の具備すべき条件

校合内の終三三は,その用途,使用時間,配置などにより,
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熟負荷特性,空調時間などが多様であるため,温度調整につ

いては,でき得れば各室ごとに,あるいは少なくとも熟的特

性度が同じで,かつ用途も同じ室を数室まとめて系統を分維

することが不可欠である｡

また,特別教室など特別な汚毒染物が発生するおそれのある

室の換気･空調系統については必要に応じて換気量を変え得

るようにすることと,他室へ汚染空気がi充出Lないよう特に

配慮することが必要である｡

校舎に設置する換気設備や空気調和設備について具備すべ

き条件として,次の諸点をあげることができる｡

(1)設備費および維持管理費が安価であること｡

(2)維持管理が容易であり,かつ故障が少ないこと｡

(3)既存の校舎にも容易に設置できること｡

(4)分割工事に対応しやすく､かつ段階的に設備内答が追加

できるものであること｡

(5)児賽･生徒の安全がイ那章されていること｡

(6)火災に対して安全であること｡

(7)将来における室の用途変更または間仕切の変更などに対

処できること｡

(8)設備機能の陳腐化に対応できること｡

(9)拭動,騒苦を発生しないこと｡

(10)各室での温度調節が容易で,かつ加温,冷却などの応答

速度が速いこと｡

以上の条件は,互いに矛盾する点もあり,全部を満足する

ことは現段I;皆では不可能と考えられるが,それぞれの校舎の

状況に応じて必要条件を取捨選択し.適当な条件で妥協し計

画しなければならない｡

田 校舎空気調和設備上の必要諸元

4.1外部条件

校舎の空気調和設備の計画に当たっては,外部条件を定め

ることが重要である｡外部条件として考えられる要素として

は,外気温度,外気湿度,風向,風速,日射量,外気の汚染

状況などがある｡これらの値をどのように定めるかにより設

備の容量や性能に大きな影響を与える｡一般の事務所ビルと

異なる校舎としての特殊な外部条件のおもなものは次のとお

りである｡

(1)例年,7月20日ごろから8月末日までは,夏季休暇のた

め冷房の必要がない(ただし,職員室の冷房は必要である)｡

(2)1日のうちでは午前8暗から午後3時ごろまで使用され

るので,暖房における外気子息度は星間のものを採用すればよ

い｡

(3)室内の温度条件は殺良に保持されるのが望ましいが,設

備費,維持費などから考えて,1年のうち数回程度は基準か

ら外れてもやむを得ない｡

以上の諸点を考慮して,外気温度について表1に示すよう

な値を用いるとよい｡

4.2 学校における教室の使用状況

学校には,校舎,屋内体育館,給食毛,その他の建物があ

る｡校舎内各室の使用状態は,使用時間,在室者の年令構成

などがそれぞれ異なり,空与も調和計画上その使用状態を十分

に検討する必要がある｡

(1)普通教室

主として一一般教科の授業が行なわれる教室で,通常40名前

後の児童･生徒と1名の教師が在室する60～70In2の室である｡

普通教室の使用率は表2に示すとおりであるが,実際の計匝i

に当たっては,その学校の運営方針などを十分に調査,検討
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表l設計外気温度 札幌,帯広の夏季外気温が25｡cであっても.気密校

舎では内部の発熱があるため,冷房は必要である｡

Table10utside Temperature for Desiqn(Cels山s Degrees)

地 名 j令 房 時 ぐC) 嘆 房 時 ぐC)

ヰL 幌 25
-12

帯 広
-20

イ山 台 30
- 5

秋 田 29 ‾

4

新 潟 30 ーー

3

東 京 - 1

≠公 本
-10

名 古 屋 32 一 Z

大 阪 30 0

松 三工
- 1

広 島 32

高 矢Ⅲ 33

福 岡 0

鹿 児 島 l

表2 普通教室の使用率 使用率とは,使用時間全体のうち,普通教室

を使用Lている割合を示す｡残りの時間は,屋外,体育館などでi受業を行なっ

ていることになる｡

Tabie 2 CoefflClent Of Ut川zation (%)in Class Room

学 年 イ重 用 口寺 間 イ重用率(%)

′ト

学

校

l低学年(l,2年生) 08:15､13:00(月～土) 80

高学年(3､-6年生)
08:15～14:40(月､ノ金)

08:15､13:00(土)
65

中学ヰ交(事 --3年生)
08:15〈-16:30(月へ一金)
08:15､13:00(土)

60

し,実情に見合ったデータを用いることが望ましい｡

(2)特別教室

特別教室には,家庭･理科･音楽･図工教室などがある｡

これら各教室は,汚染物,悪臭が発生する場合もあるので,

換気設備ほ普通教室と分離するなど特別な注意が必要である｡

(3)J柁貝毒など

校長苓､職員萎,応接室,会議室など管理関係の諸室は,

午前8暗から午後5時までほぼ終日使用され,

巾も使用されることが多い｡これらの室では,

であることと,喫煙者もあるために換気系統,

るうえでの考旛が必要である｡

夏･冬の休暇

在室者が成人

換気量を定め

(4)その他

学校には,ニれらの諸主以外に宿直室,用務員呈,給食室

屋内体育館などがある｡これらの呈の空気調和計画を取り入

れる場合は､使用時間その他の特性を十分調査する必要があ

る｡

4.3 学校における室内環境基準

学校における各室の設計目標とすべき室内環】尭基準につい

ては,表3に示すとおりであるが,温度,湿度,騒音などに

ついては,各地方または各学校の実状によって多少の憺正は

行なわれてもよい｡

本基準値は,日本空気清浄協会が文部省の委託研究として

昭和45年度より昭和47年度にわたl)実施した｢小中学校校舎の

換気およぴi令･暖房の標準設計資料作成のための調査研究+の

調査報告書より転載した｡

8 海外における実情

欧米では,校舎全体をトータル システムとして把手屋し,地

方自治体と私企業が協力して開発した｢システムズ ビルディ

ング方式+を確立し校舎を建設している｡特にアメリカやカナ

ダでは,この方式を用いて百数十校の学校を建設している｡

システムズ ビルディ ングでは,空気調和設備を一つのサブ

システムとして,他のサブ システムとのインターフェースを
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うま〔こ とI)fナい,仝イ本的にt洞和のとれたむだのない′半枚にま

とめ_㌢二げている｡この方式を,アメリカ,カナダにおける新

Lいさと乞もt凋郎方ノ〔とふることができる｡

二Cり‾方式は,ユニット方式を採用L,i令i来客量30RT,【堤

わ三谷三占≧120,000kcal/hグ)ユニット形空乞毛調和器を用い,大井虫

または屋上に設置Lて,ダクトにより各教案に均▲ 一にj-≦引乱す

る方J(である.〕本‾方式を採用することによI),

(1)セントラル方式に比べてダクトスペースが少なくて済むL)

(2)他郷が流行しても1学級程度の感染で防止でき,全校に

被害を与えない｡

(3)機械室が不要になる｡

(4)大井裏のスペースがリターンダクトとして使用できる｡

(5)サプライダクトの保冷保i且二L事費が安価になる｡

などの牛吉辰がある｡またアメリカ,カナダでほ,チームティー

チング,個別学習など,スペースを間仕切などによって自由

に区切I),多用途に用いるため,空調用の吹出口,1吸込口が

天井に設けられ,かつ照明器具単位に設置されているので,

大部屋になっても,小部屋になっても空調効果が変わらない

表3 学校の室内環境基準 下表中粉塵については10′∠以下についての値を示す｡

Table 3 E11VlrOnmentalCrlteria ‥1+apan

項目

主菜頁

久 季 夏 季 換気量 空気)青浄度(ppm) 粉塵

(mg/m】)

気流

(cm/s)

異星書

(ホン)温度(Dc) 湿度(%) 温度(Oc) ;五度(%) (mソh/人) CO2 CO SO2

邑 教 室･図 書 室 20 50 27 50 20 l.000 土0 0-05 0.15 10～25 40

長室･職員室

楽 宝

宝･王里村実験室･調王空室

20

17

25 30

27 20

/ 50

務 室 2Z 50 25 50 30 0_15 40

内 体 育 館 17 (2回ハ1)

宣 宝･用 務 員 室 20 50 ZO 50 25 0.15 10～25 40

‾!===

車の室

･〕山

普

吾
作工

室且

表4

Table

カナダにおける学校環境基準 本表はEFL(Educat】0帽】Fac■llt■eSしaborator■eS)の"SYSTEM〝より転載した｡

4 EnvironmerltalCriteriain Canada

L(つ∨()l

lrlle｢m∈dlate

Squ∂｢C175Feet/- Area

Teach■11り Stat10rl

Environmentat Criteria

Atmospheri¢ Critoria D(クSlra【山つ Rema｢ks

TelTIPe■atU｢e 0UtS】de 二>90FU

t(フr11Peratatし+｢()く OFD

78リ 士2∩

72D ⊥2U

R(〕lat=ノe OutSl〔】e >90FD 50% ±5%

HしJmldlこy ter†1Perature く OFD 30% 十5%

Outsld(†Alr

Al｢CharlqeS

CFM pc｢s(】ft

Per【)e｢SO11

0.31〔)0.8 二>0.15

Pe｢hoしJ｢ 6to8 十5

Veloc■ty:FPM 25to40 土10

RooJTll⊃ressurc =1.W G ＋0.10 >十0.05

Aけ Fllter EfflCle11Cy > 5/ノ 80% >65%

< 4/′ 45%to80%

Odo｢s BodY,CllemlCals

Populat10r1 8 sq ft/′pcrso11

He∂t Ga

VisuaI

>lSUa-

S(⊃U｢Ce

Llqht=1q

AV(†(】u■r)nlCnl

P｢oje(⊃tO｢

WatrS

2 to 4ノ/sq ft

Perforl†1arlCelrldex(>Pり63.0

VleVイ(山一 Op'l VleWlrlOp､I Blackoし= Yes

FI Ca†1dles N/ノA

P｢｢vacy Nu

DaY=〔小t O【〕●l

Acou$tie Criteria

Amblerlt NoISe Le>el:NC 35 max

R(ゝ>0｢b亡汀at王0n Tlme FrequerlCY:cf)S 125 250 500 1000 2000

(川 Se(O11ds) 汀IaX N/A

一丁lln N/A

G()ne｢a†ed NoIS亡∋ Le>el Frequency:cps

(in db re.0002 dY叩S/cm2)desl卯1leve-

Ser■Vices

MechanicalSerYices

Dol+ble〔‥azl11q

Al〕OUStlC t｢(さatm∈)nt O†floo｢and celllnqlS｢eCOmme11d(ラd･

Rt∋Ve｢be｢at1011tlme Calc山at10nlS rlOlmea｢1=1〔】ful,

Speech｢el11fo｢cemenlm8Y be｢eq川｢ed.

R〔∋ma｢ks

CW N(l

Al｢No

Otll(〕｢

HW No Steam No Gas No

D｢a†llNo Exhaust No

Electrical Servi亡eS

PA Yes l11terCOm Yes Handset Yes BellTelNo

P｢oq｢a･¶ Syslem Yes Clock SYSt(ゝm Y()S TV TermlrlalYes

Co叩)Ule｢TermlnalNo U11derf100r Duct SYSt(汀‖ No

Powe｢120V-1≠†0｢AV equlPnlerlt

01｢1C｢○〔)nSlde｢l11duct1011100‡)SYSte【n

C()nSlde｢sepa｢a†e cont｢Ol訓1d use oflocalPA speake｢sin connect10n

W,th A>cq川Pme11†.
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ようにしてある｡

校舎における,各室の環J尭基準の参考として,表4にカナ

ダ･トロント市における学校環境基準を示Lた｡

㌔
●そ

yl

〆･

その他

8%

病 院

.8%

アバ⊥す

_.1空%

貸事務所

.13% 店 ‾舗

柑%

生産工場

_28%

学校･大学部門

鳩%

区= アメリカにおける1969～1973年空調器機部門別需要見通し

構成比 本国はHeat■叩andP】P川q&AけCondit■0∩=1qMay1969より転載

した｡

Fig･lDemand AnalysisRes山t,1969throuqh19了3in U.S.A.

This Shows the Demand Distribution for Air Conditioninq

Equipment
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この基準のうち,夏季室内温度が780F±20Fとなってい

るが,ニの基準は十数万人の学童を対象として調査を行ない,

780Fを基準として,温度が18F上昇すると学習能力が数パー

セント低下するとの結論から作成されたものである｡

このように,一一つ一つ実証により作られた基準であり,こ

れらの研究はアメリカのEFL(EducationalFacilities

Laboratories:教育施設研究所)が行なっている｡

また,教師にアンケートをとった結果,今までに空気調和

設備のある学校で教えたことのある教師は60%,そうでない

教師が40%(アンケート回答者177名)であった｡空気調和設備

の必要順位は,教室,特別教室,職員室,食堂の順になって

いる｡アメリカでは,新設校より既存の学校に空気調和設備

の需要があると考えているようであり,既存学校の空気調和

設備のi替在需要量は,約50憶ドルに上ると予想されている｡

図1はアメリカにおける空調器機部門別需要見通しの構成比

を示すものである｡学校･大学部門は16%を占め生産工場に

ご欠いで節2位である｡

l司 結 言

′二/二校における空気調和設備について,現在空港周辺,基地

絹辺の1坊打校舎で施工された設備をみても,学校という特殊

作を考促せずに設計施工されているものが多いことは遺憾で

ある√1現在,学校建設の恭準単価から考えて学校空調設備に

ついて考えるのは時機尚早かもLれない｡しかし,今からこ

れらの問題に取り組み,ニーズがあれば直ちにこれに対応し

二大代を担う児童や生徒たちが,･快適な環境の中で学習できる

空間を提供できる体制を作ることこそ,われわれメーカーと

Lてなすべき社会的責任であると考える｡

オペレーティング システム解析の一手法

日立製作所 小松昭男･本林 繁,他l名

情幸臣処理

電子計算機システムの利用形態が多様化

するにつれ,その管理的機能をつかさどる

プログラムであるオペレーティング システ

ム(以下,OSと略す)は巨大化,複雑化す

る傾向にある｡･-･方,OSの作製に関する

工学はいまだ系統だてられているとはいえ

ず,経験的な色彩が強い｡このようななか

で,OSをはじめとするソフトウエア シス

テムを整理し体系化しようとする一一つのア

プローチとして,プログラムの構造や動作

に関する統計量を系統的に収集,解析でき

るような手法について考察した｡

この手法においては,OSの構造を二次

元的に表現し,OSの実際の動作に関して

得られるデータをそれに重畳し,評価,解

析しようとするものである｡ここで,二次

元的表現というのは,PERTなどで使われ

ているネ､ソトワーク フロー(以下,NFと

略す)に似たものであるが,プログラムの

一般的性質上､ループを含んでいることに
特徴がある｡また,そのように表現された

13-12,8川(昭47-12)

OSの構造や動作の解析のために,オペレ

ーションズリサー一子に似た考え方が導入さ
れている｡

本手法における解析手順は,次のような

二つの段階に分かれている｡

(1)静的解析

OS全休をい〈つかの機能単位(モジュー

ル)に分割するための人力データなどに基

づいて.静的NFに関する情報を収集する｡

ここで,静的NFのノードはモジュールに

対応し,アークはモジュール間の制御の緒

動を示している｡このような静的NFによ

って,OSグ)構造を解析することができる｡

(2)動的解析

OSの実際の動作の軌跡であるアドレス

トレース情報などの活用によって､ノード

の系列の集合を得ることができる｡ノード

の系列とは,OSがある処理をするために

生じたモンユⅣル間の制御の移動の歴史で

ある(二れをパスと呼ぶ)｡たとえば,OS

の一つの割込処理の過程は一つのバネに対

応する｡このようにパスはOSの処理内容

と1対1に対応しており,その集合である

動的NFからOSの動作に関する統計量を

得ることができる｡

(3)評価,シミュレーション

垂柏勺NFを一一種の確率的NFとみなすこ

とができ,その中の各種の値を変更して,

OSの動作の簡単なシミュレーションが可

能である｡ニれによって,改善効率(ある

モジュールを改善したときのOS全体の平

均的処理時間の短縮率)などの評価結果を

得ることができる｡

このような考え方に基づいて開発した解

析用プログラムがO Sアナライザである｡

OSアナ■ライザの使用によって,OSの実

際の動作を反映した簡潔なモデルとLての

動的NFや,ボトル ネックや改善効率など

の統計量を系統的に収集,解析できるよう

になった｡また,OSアナライザの適周に

よって､HITAC5020TS SのOSに関し

ての解析結果を得ることができた｡
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